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は じ め に 

 
地方分権が進展する中で、地方自治体の政策形成能力の向上が求められてい

ます。今、各地で進みつつある市町村合併も、単に財政的な観点からだけでな

く、政策形成の体制が充実することにより、よりよい地域づくりが行われる可

能性があることが、その推進の大きな理由の一つです。逆に言えば、政策形成

能力の向上が伴わない市町村合併は、その効果が半減していると言っても過言

ではありません。 
こうした観点から、愛知県では、（財）愛知県市町村振興協会のご協力を得

て、平成１２年８月に市町村課及び県事務所職員と公募による市町村職員から

なる「愛知県市町村政策形成研究会」を設置し、１年半にわたり市町村の政策

形成能力の向上方策を研究しました（平成１２～１３年度愛知県市町村政策形

成研究会報告書）。この中では、県内市町村の政策形成の現状や課題、政策形

成の一般的なプロセスや政策づくりに際しての留意点等を整理するとともに、

市町村の政策形成能力を高めるための課題と方策を取りまとめました。 
その成果を受け、平成１４年度において、政策形成のプロセスのうち情報収

集に焦点をあて、県総務部・企画振興部関係職員、公募による市町村職員及び

日本福祉大学研究員からなる「政策情報研究会」を設置し、県と市町村におけ

る政策情報の収集・利用のあり方等について研究を実施してきました。具体的

には、以下の２点を目的としています。 
①政策情報の収集・利用を効率的に進めることができるようなマニュアルを

作成する。 
②県、市町村が保有する政策形成に役立つ情報の共有化のあり方を検討する。 
研究では、各研究員がノウハウを出し合いながら議論を重ねるとともに、基

礎資料として、県庁各課及び県内市町村の政策パーソンの方にアンケート調査

を実施しました（ご協力ありがとうございました）。この報告書は、こうした

研究の中で導き出された事項を取りまとめたものです。 
各研究員とも通常業務のかたわら限られた時間の中で実施したものであり、

不十分な部分も多々あるとは存じますが、この報告書が、県・市町村の政策形

成能力向上の一助となれば幸いです。 
 
平成１５年３月 

 
政策情報研究会幹事 加藤正人 
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